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大阪府における地域経済分析
An analysis of regional economics in Osaka Prefecture.

伊　藤　重　男
Shigeo ITOH

要旨
　本稿は、大阪府を対象として、平成 26 年 7 月 1 日現在で実施された『平成 26 年経済センサ
ス―基礎調査』の事業所数、従業者数、事業所売上（収入）金額の実数とそれぞれの割合の特
化係数により、産業構造の共通性と特性を分析しようと取り組んだものである。特化係数は、
当該地域におけるある産業部門の雇用や生産額の割合と全域（全国または都道府県等）におけ
る当該部門の雇用や生産額の割合の比率として定義され、経済学では特に就業者、あるいは生
産額による分析が多い。なお、これら両者が異なった傾向を示すことが往々にしてあるため、
その違いを十分理解することも地域経済の分析において求められており、あらかじめ当該地域
の産業別の就業者数や生産額などの実数の把握に取り組み、両者の関連性に留意して地域経済
の分析を深めている。
　事業所数割合と従業者数割合の特化係数では、「情報通信業」の特化係数の変動係数が最も大
きくなっており、大阪市とその周辺都市の特性を示し、大阪府の産業の中では地域差が大きい
ことがわかる。一方、「卸売業、小売業」の特化係数の変動係数は最も小さく、都市産業の共通
性を示しており、大阪府内に広く分散していることを示している。事業所売上（収入）金額割
合の特化係数では、「学術研究、専門・サービス業」の特化係数の変動係数が最も大きく、大阪
市とその北エリアでの「学術研究、専門・サービス業」の集積が進んでいることを示している。
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Ⅰ．はじめに

　大阪府は 40 万以上の多くの事業所が存在し、全国の 7.4％を占めている。産業別では、「卸
売、小売業」が最多であり、「宿泊業、飲食サービス業」、「製造業」がこれに続く。大阪は、「商
い街」「食の街」「ものづくりの街」といわれることが多いが、事業所データからもその特徴が裏
づけられる。反面、大阪府には「不動産、物品賃貸業」、「生活関連サービス、娯楽業」や「医療、
福祉」など、サービス業の事業所も数多く、「サービス産業の街」としての一面も見られる。
　大阪府の事業所の開業率はここ数年平均 2.1％であり、全国平均の 1.8％を上回っている。し
かし、事業所の廃業率は開業率を大きく上回る 7.0％、全国平均の 6.3％と比べてもやや高い水
準である。
　平成 17 年～平成 26 年の 10 年間に、大阪府へ転入した企業は 1523 社、大阪府から転出した
企業は2424社であり、転入・転出先はともに兵庫県が多く、東京都と続いている。大阪府内の
99.6％を占める中小企業数も近年の推移をみると減少傾向にあり、さらに資本金 100 億円以上
の大企業も本社移転等の理由から減少している。
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　前述したように、「ものづくりの街」といわれる大阪府の製造業事業所数は、全国第1位、従
業員数第 2位、出荷額は第 3位であり、やはり全国有数の工業地域といえる。しかし、昭和 40
年代には 10％を超えていた出荷額の全国シェアは減少傾向で、平成 25年は 5.5％と落ち込んで
おり、地盤沈下しているといわざるを得ない。
　平成 26年 7月 1日現在で実施された『平成 26年経済センサス―基礎調査』（以下「26年基
礎調査」と略す。）によると、大阪府の事業所総数は 44 万 6,119 事業所、従業者の総数は 472
万 9,325 人であり、このうち民営事業所についてみると、事業所数は 44万 705 事業所、従業者
数は448万 7,792人で、『平成24年経済センサス―活動調査』（以下「24年活動調査」と略す。）
の結果と比べると、事業所数は 0.3％減少し、従業者数は 3.5％増加している。全国の民営事業
所数は 577万 9,072 事業所、同じく民営事業所の従業者数は 5,742 万 7,704 人で、全国に占める
大阪府の割合は事業所数では 7.6％、従業者数では 7.8％となり、都道府県別にみると、いずれ
も東京都に次いで全国 2位となっている。
　大阪府内市町村別に民営事業所数をみると、大阪市が 20 万 7,610 事業所（大阪府の 47.1％）
と最も多く、次いで堺市が 3万 1,496 事業所（同 7.1％）、東大阪市が 2万 7,136 事業所（同 6.2
％）などとなっている。
　産業大分類別に事業所数をみると、「卸売業、小売業」が 10 万 4,838 事業所（全産業に占め
る割合が25.0％）と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が5万 6,129事業所（同13.4
％）、製造業が 4万 6,051 事業所（同 11.0％）などとなっている。このうち民営事業所における
構成比について 24 年活動調査結果と比べると、「医療、福祉」が 7.0％から 8.2％と上昇してい
る。
　同じく市町村別に民営事業所の従業者数をみると、大阪市が 226 万 7,364 人（大阪府の 50.5
％）と最も多く、次いで堺市が 31万 7,936 人（同 7.1％）、東大阪市が 23万 7,677 人（同 5.3％）
などとなっている。
　産業大分類別に従業者数をみると、「卸売業、小売業」が 101万 1,995 人（全産業に占める割
合が 21.4％）と最も多く、次いで「製造業」が 65万 3,155 人（同 13.8％）、「医療、福祉」が 59
万 6,317 人（同 12.6％） などとなっている。このうち民営事業所における構成比について 24年
活動調査結果と比べると、「医療、福祉」が 11.2％から 12.6％と上昇している。
　地域の産業構造の特徴を、経済規模の大小にとらわれることなく、具体的な数値に置き換え
て明らかにする経済的アプローチとして、特化係数法がある。特化係数は、当該地域における
ある産業部門の雇用や生産額の割合と全域（全国または都道府県等）における当該部門の雇用
や生産額の割合の比率として定義されるが、両者の分析結果が異なった傾向を示すことが往々
にしてあるため、その違いを十分理解することも、地域経済の分析において求められている。
　就業者により当該地域のある産業部門の特化係数を表すと、次のような式となる。

当該地域のある産業部門の特化係数（LQ） 

＝ 当該地域のある産業部門の就業者 全域（全国または都道府県等）のある産業部門の就業者

当該地域の全就業者 全域（全国または都道府県など）の全就業者
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　ここで、例えば特化係数が 1より大きければ（LQ＞ 1ならば）、ある地域はある産業部門に
特化しているといえ、その数値が大きければ大きいほど、その産業の特化の度合いが強いと判
別できるのである。
　但し、ここでは特化係数に特有の留意点を踏まえておかなければいけない。まず、特化係数
はあくまで、当該地域のある産業部門の比率を全域（全国または都道府県など）の比率と比較
して、どのくらい上回っているのか下回っているのかを明らかにするだけである。したがって、
全域的に規模の大きな産業部門になればなるほど、当該地域の産業部門が大きかったとしても、
特化係数は1を下回り、「特化していない」ということも想定される。その反対に、当該地域の
ある産業部門の生産額の規模は非常に低いにもかかわらず、他の産業部門の生産額も低いため、
結果として全域との比較で特化係数が高くなってしまうことも起こり得るのである。そのため、
まずは当該地域の産業別の就業者数や生産額などの実数の把握に取り組むことが肝要である1）。

Ⅱ．大阪府における地域経済の概観

　第3章の「26年基礎調査」のデータに基づいた特化係数法による大阪府地域の産業構造を分
析する前提として、第 2章は「26 年基礎調査」の産業（大分類）別民営事業所数及び従業者
数、同じく産業（大分類）別民営事業所の売上（収入）金額試算値のデータを用いて、まずは
表 1により大阪府内市町村の事業所数、従業者数及び事業所売上（収入）金額とそれぞれの大
阪府に占める割合を見てみたい。なお、産業別の事業所数等は、必要な事項の数値が得られた
事業所のみを対象としているため、第 1章で記述した事業内容等不詳を含む事業所数等とは異
なっている。事業所は、経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備
えているものをいう。① 一定の場所（1区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が
行われていること。② 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行
われていること。民営事業所は、国及び地方公共団体の事業所を除く事業所を示す。売上（収
入）金額とは、商品等の販売額又は役務の給付によって実現した売上高、営業収益、完成工事
高などをいい、有価証券、土地 ･建物、機械 ･器具などの有形固定資産など、財産を売却して
得た収入は含まれない。
　さて、市町村別に事業所数をみると、大阪市190,629事業所（大阪府の46.14％）と最も多く、
次いで堺市 29,764 事業所（同 7.20％）、東大阪市 28,839 事業所（同 6.25％）、豊中市 13,632 事
業所（同 3.30％）、八尾市 12,351 事業所（同 2.99％）、吹田市 11,881 事業所（同 2.88％）、枚方
市 10,484 事業所（同 2.54％）などとなっている。
　市町村別事業所の従業者数は大阪市 2,267,364 人（大阪府の 50.52％）と最も多く、次いで堺
市 317,936 人（同 7.08％）、東大阪市 237,677 人（同 5.30％）、吹田市 143,760 人（同 3.20％）、
豊中市 130,814 人（同 2.91％）、枚方市 121,368 人（同 2.70％）、八尾市 113,468 人（同 2.53％）
などとなっている。
　市町村別の産業（大分類）別事業所の売上（収入）金額試算値は大阪市75,232,892百万円（大
阪府の 65.68％）、次いで堺市 7,022,968 百万円（同 6.13％）、東大阪市が 4,049,775 百万円（同
3.54％）、吹田市 3,194,891 百万円（同 2.79％）、豊中市 2,453,845 百万円（2.14％）、茨木市
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表 1　 大阪府内市町村の事業所数・従業者数及び事業所売上（収入）金額
と大阪府に占める割合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典： 平成26年経済センサス‒基礎調査結果」（総務省統計局）（http://www.e-stat.
go.jp）を筆者が加工して作成。
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2,059,555 百万円（同 1.80％）、八尾市 1,838,457 百万円（同 1.61％）などとなっている。
　続いて、表 2の大阪府内市町村の産業大分類別事業所数と当該都市の全産業に占める各産業
の事業所割合を見ておきたい。なお、表 2以降において、産業大分類にある「農林漁業」、「鉱
業、採石業、砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「複合サービス事業」は表章して
おらず、分析対象からも除外していることをあらかじめお断りしておく。
　表 2の大阪府の産業別事業所数をみると、「卸売業、小売業」 104,838 事業所（全産業に占め
る割合 25.38％）が最も多く特徴的であり、次いで「宿泊業、飲食サービス業」56,088 事業所
（同 13.58％）、「製造業」46,050 事業所（同 11.15％）、「不動産業、物品賃貸業」37,124 事業所
（同 8.99％）、「医療、福祉」33,791 事業所（同 8.18％）などとなっている。
　そこで、これら比較的高い割合を示している産業に絞って市町村別に比較してみると、「卸売
業、小売業」の全産業に占める割合が高いのは泉佐野市 28.65％（1,373 事業所）、岬町 28.36％
（135 事業所）、箕面市 28.12％（1,241 事業所）、大阪市 27.43％（52,474 事業所）、田尻町 27.34
％（108 事業所）、「宿泊業、飲食サービス業」は池田市 17.14％（651 事業所）、門真市 16.47％
（957 事業所）、田尻町 15.70％（62 事業所）、藤井寺市 15.66％（443 事業所）、大阪市 14.91％
（28,422 事業所）、「製造業」は八尾市 25.55％（3,156 事業所）、千早赤坂村 24.88％（50 事業
所）、東大阪市 24.46％（6,321 事業所）、摂津市 17.65％（750事業所）、大東市 17.63％（850事
業所）、「不動産業、物品賃貸業」は河南町14.23％（74事業所）、箕面市13.89％（613事業所）、
大阪狭山市 13.55％（257 事業所）、四条畷市 13.52％（238 事業所）、太子町 13.48％（57 事業
所）、「医療、福祉」は島本町 14.16％（95事業所）、豊能町 13.50％（44事業所）、枚方市 11.99
％（1,257 事業所）、河内長野市 11.91％（336 事業所）、高槻市 11.87％（1,149 事業所）、交野
市 11.51％（238 事業所）などとなっている。
　次に、表 3の大阪府内市町村の産業大分類別従業者数と当該都市の全産業に占める各産業の
従業者割合に目を転じたい。大阪府の産業別従業者数をみると、「卸売業、小売業」 1,011,995人
（全産業に占める割合 22.55％）が最も多く、「製造業」653,151 人（同 14.55％）、「医療、福祉」
563,566 人（同 12.56％）、「宿泊業、飲食サービス業」429,071 人（同 9.56％）、「サービス業（他
に分類されないもの）」395,897 人（同 8.82％）などとなっている。
　表 2と同様、これら比較的高い割合を示している産業に絞って市町村別に比較してみると、
「卸売業、小売業」の全産業に占める割合が高いのは箕面市 31.14％（13,160 人）、河内長野市
25.31％（6,539 人）、吹田市 24.90％（35,796 人）、泉大津市 24.66％（7,111 人）、豊能町 24.54
％（516 人）、「製造業」は柏原市 41.89％（10,264 人）、千早赤坂村 38.99％（747 人）、忠岡町
36.93％（2,329 人）、八尾市 33.77％（38,319 人）、大東市 33.32％（17,145 人）、「医療、福祉」
は豊能町 32.64％（687 人）、大阪狭山市 29.16％（5,741 人）、熊取町 28.94％（2,691 人）、岬町
27.49％（1,121人）、河内長野市24.05％（6,214人）、「宿泊業、飲食サービス業」は田尻町19.02
％（893 人）、藤井寺市 15.60％（3,275 人）、箕面市 13.81％（5,834 人）、大阪狭山市 12.10％
（2,382人）、池田市11.62％（4,468人）、「サービス業（他に分類されないもの）」は大阪市11.89
％（269,702人）、岬町11.48％（468人）、泉佐野市9.43％（4,829人）、田尻町8.35％（392人）、
能勢町 7.97％（252 人）、守口 7.75％（4,456 人）などとなっている。
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表 2　 大阪府内市町村の産業大分類別事業所数と当該都市の全産業に占める各産業の事業所
割合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：表 1に同じ。
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表 3　 大阪府下市町村の産業大分類別従業者数と当該都市の全産業に占める各産業の従業者
割合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：表 1に同じ。
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　さらに、表 4の大阪府内市町村の産業大分類別事業所売上（収入）金額と当該都市の全産業
に占める事業所売上（収入）金額割合について検討したい。大阪府の産業別事業所売上（収入）
金額をみると、「卸売業、小売業」53,237,023 百万円（全産業に占める割合 46.68％）が最も多
く、「製造業」17,409,445百万円（同15.20％）、「金融業、保険業」7,322,892百万円（同6.39％）、
「建設業」7,213,774 百万円（同 6.30％）などとなっている。
　表 2・3 と同様、これら比較的高い割合を示している産業に絞って市町村別に比較してみる
と、「卸売業、小売業」の全産業に占める割合が高いのは箕面市 55.82％（364,379 百万円）、吹
田市53.22％（1,700,211百万円）、泉大津市53.07％（326,132百万円）、大阪市52.87％（39,775,636
百万円）、豊中市 52.63％（1,291,414 百万円）、「製造業」は高石市 58.30％（836,429 百万円）、
大東市58.22％（581,886百万円）、柏原市56.67％（232,621百万円）、千早赤阪村50.82％（12,457
百万円）、池田市 50.78％（427,057 百万円）、「金融業、保険業」は藤井寺市 16.52％（45,484 百
万円）、田尻町9.91％（6,537百万円）、岸和田市8.61％（84,969百万円）、池田市7.98％（67,148
百万円）、河内長野市 7.39％（20,685 百万円）、「建設業」は豊能町 15.56％（2,278 百万円）、羽
曳野市 10.10％（42,610 百万円）、太子町 10.49％（2,434 百万円）、阪南市 9.89％（9,288 百万
円）、熊取町 9.11％（7,493 百万円）などとなっている。

Ⅲ．大阪府における特化係数による地域経済分析

　では、「26 年基礎調査」のデータに基づいた特化係数法による大阪府地域の産業構造を分析
していこう。なお、前述したとおり、特化係数とは全域の割合に対する当該地域の割合を示す
ものであり、本稿では大阪府全域の割合に対する各市町村の割合を算出している。例えば、特
化係数が 1より大きければ、その市町村はある産業部門に特化しているといえ、その数値が大
きければ大きいほど、その産業の特化の度合いが強いといえるのである。また、ここでは産業
別に特化係数の平均値、標準偏差、最小値、最大値、変動係数を併せて算出しており、特に変
動係数は産業別の大阪府内市町村の地域差を数値化したものといえる。つまり、変動係数が小
さければ当該産業についての市町村間の地域差は少なく、大阪府全域に分散しているといえる
のに対して、それが大きければ、特定の市町村に偏在したり、集中したり、あるいは衰退した
り、集中しなくなっている傾向を示している 2）。
　大阪府内市町村の産業構造については、すでに大阪府商工労働部『基盤産業の立地が地域経
済に与える影響に関する調査研究～大阪府内市町村における分析～』が、「24 年活動調査」の
メッシュデータを用いた大阪の事業所立地を概観している。以下、その産業別の分布を簡潔に
まとめてみる 3）。
a．  「建設業」は、大阪府内の広い範囲に従業地があり、特に従業者の多い区域は大阪市である。
b．  「製造業」は、大阪府の広い範囲に従業地があり、また従業者の多い区域も大阪府内に広く
分布している。特に、大阪市はもちろん、吹田市、松原市、泉佐野市、泉大津市、守口市、
寝屋川市、門真市、東大阪市、大東市、八尾市、摂津市、枚方市、泉南市、堺市、池田市、
忠岡町に多くの従業者がみられる。

c．  「情報通信業」は、大阪市に特に従業者が多く、その他大阪府全域に分布が観察されるが、
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表 4　 大阪府内市町村の産業大分類別事業所売上（収入）金額と当該都市の全産業に占める
事業所売上（収入）金額割合 （単位 : 百万円）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：表 1に同じ。
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その中でも豊中市、吹田市、守口市に比較的従業地が多く観察される。
d．  「運輸業、郵便業」は、従業者の特に多い地域は大阪市とその周辺の東大阪市、茨木市、摂
津市、高槻市への集中が観察される。また、空港のある豊中市と池田市、田尻町（関西空
港）も従業者が多く、倉庫が多く立地する摂津市も従業者が多いが、その他は大阪府全域
にまばらに従業地が分布している。

e．  「卸売業、小売業」のうち卸売業は、大阪市、箕面市、茨木市、吹田市、大東市、東大阪
市、小売業は大阪市以外、大阪府全域にまばらに従業者が分布しているが、その中でも高
槻市が比較的従業者が多い。

f．  「金融業、保険業」の従業地は大阪市および大阪市の北側に向かって多く分布している。
g．  「不動産業、物品賃貸業」は、大阪府の広い範囲で従業地がある。
h．  「学術研究、専門・技術サービス業」は、大阪府全域にまばらに分布するが、大阪市、吹田
市、高槻市、豊中市など大阪市以北に従業地が多い。

i． 「宿泊業、飲食サービス業」は、大阪市都心部を中心に大阪府の全域で従業者が多い。
j．  「生活関連サービス業、娯楽業」は大阪市、八尾市で特に従業者が多い。
k．  「教育、学習支援業」は、従業者の多い区域が大阪府全域にまばらに分布しているが、大阪
市から吹田市、茨木市、池田市にかけて特に従業者が多い。

l．  「医療、福祉」は、大阪市都心部を中心として大阪府の全域で従業者が多いが、大阪市、枚
方市、富田林市が特に多くの従業者がみられる。  

m．  「サービス業（他に分類されないもの）」は、大阪府の広い範囲に従業地が分布している。
　以上のようなメッシュデータを用いた産業別の大阪府内市町村の比較分析の結果も参考にし
ながら、表 5の大阪府内市町村の産業大分類別事業所数割合の特化係数をみてみよう。
　表 5によれば、「情報通信業」の特化係数の変動係数が 0.76 と最も大きくなっており、大阪
府の産業の中では地域差が大きいことがわかる。特化係数では、大阪市 1.72、吹田市 1.14 と
1.00 を超えており、「情報通信業」の特化をうかがわせている。ただ、表2で明らかにしたよう
に事業所の実数でみた場合、大阪市 4,895 事業所、吹田市 202 事業所であり、都市的産業の色
彩が強い「情報通信業」の集積はやはり大阪市に集中していることを示している。
　一方、「卸売業、小売業」の特化係数の変動係数は 0.11 と最も小さく、各市町村の特化係数
も押し並べて1.00付近に集まっているので、大阪府内に広く分散していることを示しているが、
泉佐野市 1.13、箕面市 1.11 は相対的にやや特化していることをうかがわせている。
　全体を通じた特化係数では、特に能勢町の「サービス業（他に分類されないもの）」3.17、田
尻町の「運輸業、郵便業」3.02 は、それぞれ特徴的な大型施設立地の影響による事業所の集中
を示していることといえよう。
　表6の大阪府内市町村の産業大分類別従業者数割合の特化係数でも、変動係数が1.69と最も
大きい産業は「情報通信業」であり、従業者数からみても大阪府の産業の中での地域間格差は
大きい。なお、ここでも大阪市の特化係数は 1.78 と、唯一 1.00 を超えて特化傾向にある。
　全体を通じた特化係数では、特に河南町の「教育、学習支援業」7.89、田尻町の「運輸業、郵
便業」4.19、島本町の「学術研究、専門・サービス業」4.15 は、それぞれ住宅団地による人口
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表 5　大阪府内市町村の産業大分類別事業所数割合の特化係数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：表 1に同じ。
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表 6　大阪府内市町村の産業大分類別従業者数割合の特化係数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：表 1に同じ。
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増加、大型施設や複数の研究所等立地の影響による従業者数の増加を示しているといえよう。
　表 7の大阪府内市町村の産業大分類別事業所売上（収入）金額割合の特化係数では、変動係
数が 1.92 と最も大きい産業は「学術研究、専門・サービス業」であり、大阪府の産業の中で特
定の地域に偏在していることを示している。具体的に特化係数が大きい市町村は、島本町7.98、
吹田市 1.35、大阪市 1.25、豊中市 1.07、箕面市 1.05 であり、それぞれ 1.00 を超えているので
大阪市とその北エリアでの「学術研究、専門・サービス業」の高度な集積を示している。
　なお、全体を通じた特化係数では、河南町、熊取町、太子町、大阪狭山市の「教育、学習支
援業」がそれぞれ 30.92、18.03、10.59、9.11 と著しく大きくなっているが、表 4の産業大分類
別事業所売上（収入）金額の実数に戻ってみると、産業の事業所売上（収入）金額規模として
それほど大きくないが、大阪府の「教育、学習支援業」の全産業に占める割合、さらにそれぞ
れの市町村におけるその他の産業の割合が小さいため、結果として大阪府との比較で特化係数
が大きくなっていることが明らかとなる。
　島本町の「学術研究、専門・サービス業」7.98、八尾市の「不動産業、物品賃貸業」7.28、田
尻町の「運輸業、郵便業」6.08、大阪狭山市の「医療、福祉」5.77 は、それぞれ研究所、企業
立地・道路網、大型施設、大学付属病院などの諸条件が大きく寄与しているといえよう。
　では、本章の最後に、前述した大阪府商工労働部『基盤産業の立地が地域経済に与える影響
に関する調査研究～大阪府内市町村における分析～』の大阪府の事業立地の分析結果全般につ
いてもここで再掲しながら、今回算出した事業所数割合と従業者数割合の特化係数・変動係数
などによって大まかに検証しておきたい。
a．  「建設業」は、大阪府内の広い範囲に従業地があり、特に従業者の多い区域は大阪市である
とされたが、「建設業」の事業所数割合、従業者数割合の特化係数の変動係数は、0.27、0.27
といずれも低位であり、大阪府内の広い範囲に従業地があることを示し、大阪市の従業者
数割合の特化係数は 1.04 であり、従業者の多い区域の範疇に含まれることを示している。

b．  「製造業」は、大阪府の広い範囲に従業地があり、また従業者の多い区域も大阪府内に広く
分布している。特に、大阪市はもちろん、吹田市、松原市、泉佐野市、泉大津市、守口市、
寝屋川市、門真市、東大阪市、大東市、八尾市、摂津市、枚方市、泉南市、堺市、池田市、
忠岡町に多くの従業者がみられるとされたが、「製造業」の事業所数割合、従業者数割合の
特化係数の変動係数は、0.51、0.47 とほぼ中位レベルであり、大阪府の広い範囲に従業地
があり、また従業者の多い区域も大阪府内に広く分布していることをうかがわせている。

   　また、従業者数割合の特化係数は松原市 1.63、泉佐野市 1.04、泉大津市 1.16、守口市
1.23、門真市 2.27、東大阪市 1.89、大東市 2.29、八尾市 2.32、摂津市 2.04、枚方市 1.09、
泉南市 1.38、堺市 1.31、池田市 1.78、忠岡町 2.54 であり、これらの市町村には多くの従業
者がみられることを示しているが、大阪市、吹田市、寝屋川市は 0.69、0.38、0.98 と 1.00
を下回って、相対的に多くの従業者がみられるとはいえなかったのである。

c．  「情報通信業」は、大阪市に特に従業者が多く、その他大阪府全域に分布が観察されるが、
その中でも豊中市、吹田市、守口市に比較的従業地が多く観察されたが、「情報通信業」に
ついてはほぼ当てはまる分析結果である。
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表 7　大阪府内市町村の産業大分類別事業所売上（収入）金額割合の特化係数

出典：表 1に同じ。
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d．  「運輸業、郵便業」は、従業者の特に多い地域は大阪市とその周辺の東大阪市、茨木市、摂
津市、高槻市で、これらへの集中が観察される。また、空港のある豊中市と池田市、田尻
町（関西空港）も従業者が多く、倉庫が多く立地する摂津市も従業者が多いが、その他は
大阪府全域にまばらに従業地が分布しているとされたが、「運輸業、郵便業」の従業者数割
合の特化係数は、大阪市周辺のうち東大阪市 1.31、茨木市 1.47、摂津市 2.98 となり、従業
者の集中をうかがわせているが、大阪市 0.87、高槻市 0.92、豊中市 0.84、池田市 0.59 につ
いてはそれほど集中している数値とはいえない。なお、関空のある田尻町は 3.02、倉庫が
多く立地する摂津市は 2.98 と数値は大きくなっており、従業者が多いことをはっきりと示
している。また、事業所数割合の特化係数の変動係数は 0.59 であり、必ずしも大阪府全域
にまばらに従業地が分布しているとはいえないのである。 

e．  「卸売業、小売業」のうち卸売業は、大阪市、箕面市、茨木市、吹田市、大東市、東大阪
市、小売業は大阪市以外、大阪府全域にまばらに従業者が分布しているが、その中でも高
槻市が比較的従業者が多いとされたが、「卸売業、小売業」についてはほぼ当てはまる分析
結果である。

f．  「金融業、保険業」の従業地は大阪市および大阪市の北側に向かって多く分布しているとさ
れたが、「金融業、保険業」の事業所数割合の特化係数は、大阪市1.18、池田市1.01、枚方
市 1.00、その他大阪市の北側の地域でも 1.00 に近い数値が多くなっており、従業地は大阪
市および大阪市の北側に向かって相対的に多く分布していることを示している。

g．  「不動産業、物品賃貸業」は、大阪府の広い範囲で従業地があるとされたが、「不動産業、
物品賃貸業」の事業所数割合の特化係数の変動係数は 0.34、また平均値は 1.01 となってお
り、大阪府の広い範囲で従業地が平準化していることを示している。  

h．  「学術研究、専門・技術サービス業」は、大阪府全域にまばらに分布するが、大阪市、吹田
市、高槻市、豊中市など大阪市以北に従業地が多いとされたが、「学術研究、専門・技術サ
ービス業」についてはほぼ当てはまる分析結果である。

i．  「宿泊業、飲食サービス業」は、大阪市都心部を中心に大阪府の全域で従業者が多いとされ
たが、「宿泊業、飲食サービス業」の従業者数割合の特化係数の変動係数は0.33、特化係数
も大阪市 1.03、高槻市 1.10、豊中市 1.03、池田市 1.22、守口市 1.04、枚方市 1.14、寝屋川
市 1.17 であり、大阪府の全域で従業者が分布し、特に大阪市都心部を中心に多いことを示
している。

j．  「生活関連サービス業、娯楽業」は大阪市、八尾市で特に従業者が多いとされたが、「生活
関連サービス業、娯楽業」の従業者数割合の特化係数をみると、大阪市 0.93、八尾市 1.28
となっており、八尾市に従業者が多いことを示している。   

k．  「教育、学習支援業」は、従業者の多い区域が大阪府全域にまばらに分布しているが、大阪
市から吹田市、茨木市、池田市にかけて特に従業者が多いとされたが、「教育、学習支援
業」の従業者数割合の特化係数の変動係数は 0.95 となり、従業者の多い区域が大阪府全域
にまばらに分布していることを示している。また、従業者数割合の特化係数は、吹田市
3.06、茨木市 1.40、池田市 1.02 は 1.00 を超えて従業者が多いことがわかるが、大阪市につ
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いては従業者数割合の特化係数が 0.73 であり、特に従業者が多いとはいえないのである。
l．  「医療、福祉」は、大阪市都心部を中心として大阪府の全域で従業者が多いが、大阪市、枚

方市、富田林市が特に多くの従業者がみられるとされたが、「医療、福祉」の従業者数割合
の特化係数の変動係数は 0.35、また平均値は 1.37 となっており、大阪府の全域で万遍なく
従業者が多いことを示している。大阪市、枚方市、富田林市の従業者数割合の特化係数は、
0.71、 1.72、1.69 となっており、枚方市、富田林市は相対的に従業者数が多いことを示して
いる。

m．  「サービス業（他に分類されないもの）」は、大阪府の広い範囲に従業地が分布していると
されたが、「サービス業（他に分類されないもの）」の事業所数割合の特化係数の変動係数
は 0.37、平均値は 1.13 であり、大阪府の広い範囲に従業地が多く分布していることを示し
ている。

Ⅳ．おわりに

　本稿は、大阪府を対象として、平成 26 年 7 月 1 日現在で実施された『平成 26 年経済センサ
ス―基礎調査』の事業所数、従業者数、事業所売上（収入）金額の実数とそれぞれの割合の特
化係数により、産業構造の共通性と特性を分析したものである。ここでの特化係数は、大阪府
内市町村における産業部門の事業所数、従業者数、事業所売上（収入）金額の割合と大阪府に
おける当該部門の割合の比率として算出し、それぞれの実数との関連性に留意して大阪府にお
ける地域経済の分析に取り組んでいる。
　事業所数割合と従業者数割合の特化係数では、「情報通信業」の特化係数の変動係数が最も大
きくなっており、大阪市とその周辺都市の特性を示し、大阪府の産業の中では地域差が大きい
ことがわかる。一方、「卸売業、小売業」の特化係数の変動係数は最も小さく、都市産業の共通
性を示しており、大阪府内に広く分散していることを示している。事業所売上（収入）金額割合
の特化係数では「学術研究、専門・サービス業」の特化係数の変動係数が最も大きく、大阪市
とその北エリアで「学術研究、専門・サービス業」の集積が進んでいることが明らかとなった。

注
 1） 「特化係数」とは、当該地域のある産業の相対的な集積度（＝強み）を見る指数で、ある産業の従業者
比率を全域の従業者比率で基準化したものである。しかし、この「特化係数」は、国際交易の存在が
反映されていないため、これを考慮し算出した数値として「修正特化係数」が考案されている。「修正
特化係数」は、「特化係数」に全国レベルでの自足率を乗じたもので、修正特化係数が 1.0 を超える産
業は、地域にとって移出がプラスであり、稼ぐ力のある産業と判別できるのである。なお、修正特化
係数を考える際は、個々の産業の一人当たりの産出量（生産性）が全国一律であるという仮定を置い
ていることに留意する必要がある。

  　この手法は、岡山大学大学院・経済学部中村良平教授が開発したものであり、その定義、算出方法
については、中村良平「地域経済の循環構造：序説」『岡山大学経済学会雑誌』 第 36 巻 4 号， 2005年，
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pp.418 ～ 422. 参照のこと。
 2） 総務省では、経済理論に沿って、既に公表している『平成 26 年経済センサス・基礎調査』、『平成 24
年経済センサス―活動調査』、『平成 21 年経済センサス―基礎調査』及び『平成 22 年国勢調査』の結
果を加工・グラフ化し、これを市町村ごとに 「地域の産業・雇用創造チャート」として提供している
が、本稿は大阪府を全域として特化係数を算出した上で、これらの特化係数及び変動係数などについ
て独自の解釈を加えたものである。

 3） 大阪府商工労働部『基盤産業の立地が地域経済に与える影響に関する調査研究～大阪府内市町村にお
ける分析～』，2016 年，pp.13‒19.
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